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はじめに 

 

当書は、中小企業庁より特定非営利活動法人 ITコーディネータ協会が受託した、平成２

８年度「経営力向上・IT基盤整備支援事業」次世代企業間データ連携調査事業において、公

募により採択された１２のプロジェクトのうち、「碧南商工会議所における中小企業共通 EDI

連携」プロジェクトの実証検証の内容を報告書にまとめたものです。 

 

 

平成３０年１月 「株式会社サンアドバンス」 
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1 実証検証の背景・目的 

 今般、第４次産業革命で IoT 活用が叫ばれているが、企業内データ連携だけでは生産性向上への仕組

みとしては不十分であり、その実現には企業間データ連携が必要となる。 

 

企業間データ連携のツールとして EDIがあり、大企業では EDIが活用されている。 

一方で中小企業では、いまだに FAX、メール、電話が主流である。 

 

今回の「碧南商工会議所コンソーシアム」で実施する実証検証企業の日進工業株式会社は、新聞にも取

り上げられたスマート工場を持ち、海外拠点では、中国に３拠点展開している企業である。新工場では、

全製造機に IoT機器を接続し、リアルタイムに製造状況の見える化を実現している。 

各システムのクラウド化の推進を行っており、基幹システムもクラウド移行させた。生産管理システム

に至っては、中国のクラウドサービスとの連携を図り、社内システムのリアルタイムな連携を実現させ

ている。 

 

しかしながら、企業間のデータ連携はバイヤからの指定 EDIシステム（専用 EDI）となっており、仕入先

へは、FAXまたはメール添付の Excelによる発注を行っている状態である。そのため、いまだ全体の最適

化が実現できていない。 

 

そこで、今回のプロジェクトを実施することにより、企業間データ連携を実現し、製造過程にある物だ

けではなく、受注から出荷まで全ての過程で物の動きを、リアルタイムに把握し、生産性向上、在庫数

の把握、受発注業務の効率化、資金速度向上を目指す。 

また、今回の実証検証の仕入先はあえて、PCを持たない企業を入れることで、スマート端末による受発

注ができるようにし、１００％に近い仕入先とのデータ連携を考えている。 

 

データ連携ツールは CEFACT のメッセージで行なえるように、EcoChangeを採用した。海外を含めた、中

国工場から現地仕入先との受発注にも、本システムを使用し実証を行い将来の実用化を目指す。これに

より、企業、国を跨いで真の見える化を目指し、全体の最適化を図る。 

 

今回は、碧南商工会議所にも本実証の意義を理解していただいた。会議所をあげて、今回のシステムの

普及を支援するということで、通常の PCのみではなく、スマート端末を活用し、他の業種や間接資材に

も活用が広がると期待している。 
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2 実証検証概要 

2.1 実証プロジェクト名 

 「碧南商工会議所における中小企業共通 EDI連携」 

 

2.2 実施スケジュール 

作業項目 2017年度 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 

メッセージ開発 メッセージマッピ

ング 杉文 

                    

メッセージマッピ

ング イシカワマリ

ン 

                    

メッセージマッピ

ング 碧南トヨタ 

          

メッセージマッピ

ング 日進工業 

          

EcoChange エー

ジェントのスマ

ホ対応システム

設計･開発 

要件定義           

方式設計                     

実装                     

テスト仕様書作成                     

システムテスト                     

要件定義（追加開発

分） 

          

方式設計（追加開発

分） 

          

実装（追加開発分）           

テスト仕様書作成

（追加開発分） 

          

システムテスト（追

加開発分） 
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トヨタ WG-EDI、

日進工業基幹シ

ステムの調査お

よび改修 

要件定義           

外部ＩＦ設計           

実装           

基幹システムカス

タマイズ実装 

          

テスト仕様書作成           

システムテスト           

国際間データ連

携として中国の

システムとエー

ジェント方式に

てデータ連携の

実証試験 

要件定義 

 

          

中国側サーバー設

置／環境構築 

          

中国側サーバーへ

システム設置 

          

商奉行（販売管

理）とのデータ

連携 

要件定義           

商奉行連携 I/F構築

／設定 

          

蔵奉行（在庫管

理）とのデータ

連携 

要件定義           

蔵奉行連携 I/F構築

／設定 

          

実証検証 アイ

シン精機-日進

工業 

実証検証計画           

実証検証日･担当者

の決定 

          

現状取引のヒアリ

ング(発注企業) 

          

現状取引のヒアリ

ング(受注企業) 

          

業務分析           

実証検証環境の構

築 

          

テスト仕様書作成 
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テストデータ作成           

テスト環境構築(発

注企業) 

          

テスト環境構築(受

注企業) 

          

実証検証前接続確

認 

          

接続テスト(発注企

業) 

          

接続テスト(受注企

業) 

          

実証検証効果測定           

実証検証 日進

工業-碧南トヨ

タ 

実証検証計画           

実証検証日･担当者

の決定 

          

現状取引のヒアリ

ング(発注企業) 

          

現状取引のヒアリ

ング(受注企業) 

          

業務分析           

実証検証環境の構

築 

          

テスト仕様書作成           

テストデータ作成           

テスト環境構築(発

注企業) 

          

テスト環境構築(受

注企業) 

          

実証検証前接続確

認 

          

接続テスト(発注企

業) 
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接続テスト(受注企

業) 

          

実証検証効果測定           

実証検証 日進

工業-イシカワ

マリン 

実証検証計画           

実証検証日･担当者

の決定 

          

現状取引のヒアリ

ング(発注企業) 

          

現状取引のヒアリ

ング(受注企業) 

          

業務分析           

実証検証環境の構

築 

          

テスト仕様書作成           

テストデータ作成           

テスト環境構築(発

注企業) 

          

テスト環境構築(受

注企業) 

          

実証検証前接続確

認 

          

接続テスト(発注企

業) 

          

接続テスト(受注企

業) 

          

実証検証効果測定           

実証検証 日進

工業-杉文 

実証検証計画           

実証検証日･担当者

の決定 

          

現状取引のヒアリ

ング(発注企業) 

          

現状取引のヒアリ           
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ング(受注企業) 

業務分析           

実証検証環境の構

築 

          

テスト仕様書作成           

テストデータ作成           

テスト環境構築(発

注企業) 

          

テスト環境構築(受

注企業) 

          

実証検証前接続確

認 

          

接続テスト(発注企

業) 

          

接続テスト(受注企

業) 

          

実証検証効果測定           

実証検証 天津

日進-天津康美

塑胶製品有限公

司 

実証検証計画 

 

          

実証検証日･担当者

の決定 

          

現状取引のヒアリ

ング(発注企業) 

          

業務分析           

実証検証環境の構

築 

          

テスト仕様書作成           

テストデータ作成           

テスト環境構築(発

注企業) 

          

テスト環境構築(受

注企業) 
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実証検証前接続確

認 

          

接続テスト(発注企

業) 

          

接続テスト(受注企

業) 

          

実証検証後接続確

認 

          

実証検証効果測定           

実証検証 蘇州

日進-蘇州華宇

塑胶五金有限公

司 

実証検証計画           

実証検証日･担当者

の決定 

          

現状取引のヒアリ

ング(発注企業) 

          

業務分析           

実証検証環境の構

築 

          

テスト仕様書作成           

テストデータ作成 

 

          

テスト環境構築(発

注企業) 

          

テスト環境構築(受

注企業) 

          

実証検証前接続確

認 

          

接続テスト(発注企

業) 

          

接続テスト(受注企

業) 

          

実証検証後接続確

認 

          

実証検証効果測定           
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実証検証 佛山

日進-蘇州華宇

塑胶五金有限公

司 

実証検証計画           

実証検証日･担当者

の決定 

          

現状取引のヒアリ

ング(発注企業) 

          

業務分析           

実証検証環境の構

築 

          

テスト仕様書作成           

テストデータ作成           

テスト環境構築(発

注企業) 

          

テスト環境構築(受

注企業) 

          

実証検証前接続確

認 

          

接続テスト(発注企

業) 

          

接続テスト(受注企

業) 

          

実証検証後接続確

認 

          

実証検証効果測定           

実証検証 商蔵

奉行連携(碧南

トヨタ-日進工

業) 

実証検証計画           

実証検証日･担当者

の決定 

          

現状取引のヒアリ

ング(発注企業) 

          

現状取引のヒアリ

ング(受注企業) 

          

業務分析           

実証検証環境の構           
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築 

テスト仕様書作成           

テストデータ作成           

テスト環境構築(発

注企業) 

          

テスト環境構築(受

注企業) 

          

実証検証前接続確

認 

          

接続テスト(発注企

業) 

          

接続テスト(受注企

業) 

          

実証検証効果測定           

実証検証報告書

作成 

実証検証報告書作

成 

          

表 1．実施スケジュール 
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2.3 実証参加企業の構成 

 

 

 

図 1．実証参加企業 
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2.4 実証参加企業間における取引情報連携の現状と課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2．現状の企業間取引情報連携イメージ 

 

 

  

アイシン精機株式会社

オンプレ基幹業務システム

日進工業株式会社

発注企業１

内示

発注企業２

アイシンEDI（V-NET）

内示

アイシンEDI（V-NET）

内示

内示

システムから
内示を送付

日進工業株式会社

オンプレ基幹業務システム
（自社開発）

碧南トヨタ株式会社

オンプレ基幹業務システム
（自社開発）

内示

メール

内示

内示

内示

内示をメール
受信

システムから
内示をメール

送付

かんばん
かんばん

ポストへ配置

受注企業１ 受注企業２

納入指示

オンプレ基幹業務システム
（自社開発）

納入指示

納入指示

納入指示
システムから
納入指示を送

付

納入指示

内示を受信し
システムに取

込

納入指示を受
信しシステム

に取込

引き取り

メール 引き取り

かんばん

かんばん

かんばんを
引き取る

【概要】
・メールで内示を受信、納品時に「かんばん」を
引き取る

【課題・碧南トヨタ】
・出荷実績を基幹業務システムに手入力している
ため手間が掛かる

・引き取った「かんばん」の仕分作業に手間が
掛かる

【概要】
・アイシンEDI（V-NET）から「内示」、「納入指
示」を受信し、基幹業務システムへ取込

【課題】
・特段なし
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図 3．現状の企業間取引情報連携イメージ 

 

 

  

碧南トヨタ株式会社

発注企業１

アイシン精機株式会社

オンプレ基幹業務システム

オンプレ基幹業務システム
（自社開発）

かんばん
かんばん

ポストへ配置

受注企業２

納入指示

引き取り

引き取り

かんばん

かんばん

かんばんを
引き取る

【概要】
・納品時に「かんばん」を引き取る

【課題・碧南トヨタ】
・出荷実績を基幹業務システムに手入力している
ため手間が掛かる

・引き取った「かんばん」に他社の「かんばん」が
混在しているため、精査、仕分作業に手間が
掛かる
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図 4．現状の企業間取引情報連携イメージ 

 

 

  

日進工業株式会社

オンプレ基幹業務システム
（自社開発）

有限会社イシカワマリン

発注企業２

オンプレ業務パッケージ
（販売らくだ）

納入指示

発注企業２

引き取り

かんばん

引き取り

かんばん

かんばんを
引き取る

かんばん
ポストに配置

日進工業株式会社

Excel

有限会社杉文

オンプレ業務パッケージ
（商魂）

注文

FAX／電話

注文書

FAX／電話

注文書

注文書

注文書データ
をシステムに

手入力

Excelから
注文書を出力
FAX送付

注文請書

注文書を参照
し請書を作成

注文請書

受注企業３ 受注企業４

注文回答

注文請書を
確認

かんばん

【概要】
・電話または、FAXで注文書を受領し、注文請書を
送付

【課題・杉文】
・在庫品以外を受注する際に、商品が特定出来ない
場合、訪問して発注担当者に確認するため手間が
掛かる

【概要】
・納品時に「かんばん」を引き取る

【課題・イシカワマリン】
・移動票の記入に手間が掛かる
・出荷実績を業務パッケージに手入力しているため
手間が掛かる
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図 5．現状の企業間取引情報連携イメージ 

 

  

碧南トヨタ株式会社

Excel

日進工業株式会社

発注企業３

オンプレ業務パッケージ
（商奉行）

注文

発注企業４

FAX

注文書

FAX

注文書

注文書

注文書データ
をシステムに

手入力

Excelから
注文書を出力
FAX送付

注文請書

注文書を参照
し請書を作成

注文請書
注文請書デー
タをExcelに

手入力

蘇州日進塑料有限公司

Excel

蘇州華宇塑胶五金有限公司

Excel

注文

メール

注文書

メール

注文書

注文書

注文書データ
をExcelに転

記

Excelから
注文書データ
をメール送付

受注企業１ 受注企業５

注文回答

【概要】
・メールで注文書を受信

【課題】
・特段なし

【概要】
・FAXで注文書を受領し、FAXで注文請書を送付

【課題・日進工業】
・請求情報を業務パッケージに手入力している
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図 6．現状の企業間取引情報連携イメージ 

 

  

天津日進塑料有限公司

天津康美塑胶製品有限公司

発注企業５ 発注企業６

佛山日進塑料有限公司

Excel

蘇州華宇塑胶五金有限公司

Excel

注文

メール

注文書

メール

注文書

注文書

注文書データ
をシステムに

手入力

システムから
注文書を出力
FAX送付

受注企業６ 受注企業５

Excel

納入指示

引き取り

かんばん

引き取り

かんばん

かんばん

かんばん
ポストへ配置
発注数量を
Excelに手入力

Excel

納品書
検収書

納品書
検収書

納品書
検収書

Excelから納
品書検収書を

出力

納品書
検収書

かんばんを
引き取る

納品書検収書
をExcelに手

入力

【概要】
・メールで注文書を受信

【課題】
・特段なし

【概要】
・納品時に「かんばん」、納品書検収書を引き取る

【課題】
・特段なし
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2.5 ビジネスデータ連携基盤導入による解決策の提案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.実証検証全体図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8.実証検証全体図 

 

 

  

凡例 

固有フォーマット送受信 
国連 CEFACTフォーマット 

共通EDIプロバイダ機能

アイシン精機株式会社

納入指示

オンプレ基幹業務システム

日進工業株式会社

オンプレ基幹業務システム
（自社開発）

変換

変換

納入指示

日進工業株式会社

納入指示

オンプレ基幹業務システム
（自社開発）

碧南トヨタ株式会社

オンプレ基幹業務システム
（自社開発）

変換

変換

納入指示

発注企業１ 発注企業２

受注企業１ 受注企業２

共通EDIプロバイダ機能

日進工業株式会社

納入指示

オンプレ基幹業務システム
（自社開発）

有限会社イシカワマリン

オンプレ基幹パッケージ
（販売らくだ）

変換

変換

納入指示

日進工業株式会社

変換

注文受け

Mobile EcoChange

有限会社杉文

注文回答受け

Mobile EcoChange
オンプレ業務パッケージ
（商魂）

変換

変換

変換

注文

注文回答

発注企業２ 発注企業２

受注企業３ 受注企業４

「納入指示」を受信し、業務パッケージへ入力 

 

Mobile端末にて「注文」を受信し、「注文回答」を送付 

 

「納入指示」を受信し、基幹システムへ取込 

 

「納入指示」を受信し、基幹システムへ取込 
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図 9.実証検証全体図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10.実証検証全体図 

  

共通EDIプロバイダ機能

碧南トヨタ株式会社

変換

注文受け 注文回答

Excel

日進工業株式会社

注文回答受け

オンプレ基幹パッケージ
（商奉行）

変換

変換

変換

注文

蘇州日進塑料有限公司

変換

注文受け

Excel

蘇州華宇塑胶五金有限公司

注文回答受け

Excel

変換

変換

変換

注文

注文回答

発注企業３ 発注企業４

受注企業１ 受注企業５

共通EDIプロバイダ機能

天津日進塑料有限公司

変換

Excel

天津康美塑胶製品有限公司

Excel

変換

変換

変換

佛山日進塑料有限公司

変換

Excel

蘇州華宇塑胶五金有限公司

注文回答受け

Excel

変換

変換

変換

注文

注文回答

発注企業５ 発注企業６

受注企業６ 受注企業５

注文受け 注文回答

注文回答受け注文

注文受け

凡例 

固有フォーマット送受信 
国連 CEFACTフォーマット 

FAXで「注文書」を受領、FAXで「注文回答」を送付 

 

メールで「注文書」を受信し、Excelへ入力 

 

メールで「注文書」を受信し、Excelへ入力 

 

「納入指示」を受信し、Excelへ入力 

 



 

18 

 

3 実証検証の事前準備 

3.1 実証検証対象取引プロセスの決定 

 取引プロセスフロー（１）【国内】 

① 日進工業株式会社は、トヨタ WG共通 EDIシステムから受け取った納入指示データを起点とし

て、有限会社イシカワマリンサービス、碧南トヨタ株式会社各社へ「EcoChange」を使用して

データ送信、指示を行う。 

② 碧南トヨタ株式会社は、日進工業株式会社に対して資材発注を「EcoChange」を使用して行う。 

③ また日進工業株式会社は、其の他自動車関連以外の発注を有限会社杉文に「EcoChange」を使

用して行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 11.実証検証対象取引プロセス（国内） 

アイシン精機株式会社 日進工業株式会社 

碧南トヨタ株式会社 

納入指示書 

分析 

共通 EDI 

プロバイダ 

共通 EDI 

プロバイダ 

新アイシン 

EDI 

納入指示 
メッセージ 

納入指示書 
DELJIT 

有限会社 

イシカワマリンサービス 

納入指示書 

分析 

納入指示書 

分析 

納入指示 
メッセージ 

注文情報 

分析 

注文回答 

分析 

注文情報 

分析 

注文回答 

分析 

有限会社杉文 

注文情報 

分析 

注文回答 

分析 

注文情報 

分析 

注文回答 

分析 

注文情報 
メッセージ 

注文回答 
メッセージ 

注文情報 
メッセージ 

注文回答 
メッセージ 
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 取引プロセスフロー（２）【国外】 

日進工業株式会社の子会社３社より、それぞれ仕入先に対し中国リージョンの「EcoChange」を使

用して発注を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 12.実証検証対象取引プロセス（国外） 

  
 

日進工業株式会社 

中国現法 

共通 EDI 

プロバイダ 

（中国リージョン） 

 

注文情報 

分析 

注文情報 

受信 

注文メッセージ 

仕入先 
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3.2 中小企業共通 EDIメッセージ 

3.2.1 中小企業共通 EDIメッセージとのマッピング 

各企業の使用している既存システムと、そのマッピング結果を以下に記述する。 

 

発
注
側

受
注
側

種別
製品名
／システ
ム名

ベンダー名
項
目
数

マッピング
結果

項
目
数

マッピング
結果

項
目
数

マッピング
結果

項
目
数

マッピング
結果

碧南CS
アイシン精機
株式会社

〇 自社開発
トヨタWG
共通EDI

トピック
ス

適用
不可

トヨタWG共通
メッセージ使
用（納入指
示）

日進工業
株式会社

〇 自社開発
生産支援
システム

‐
適用
不可

トヨタWG共通
メッセージ使
用（納入指
示）

〃 〇 自社開発
生産支援
システム

‐
適用
不可

中小自動車部
品拡張版使用
（納入指示）

〃 〇 オンプレPKG 商奉行 OBC 〇 適用 37 標準通り

〃 〇 クラウド
Mobi l eEco
Change

グローバ
ルワイズ

〇〇 適用 16 標準通り

碧南トヨタ
株式会社

〇 自社開発 基幹システム ‐
適用
不可

中小自動車部
品拡張版使用
（納入指示）

〃 〇 他 エクセル ‐ 〇〇 適用 10 標準通り

有限会社
イシカワマリン

〇 他 帳簿記入 ‐
適用
不可

中小自動車部
品拡張版使用
（納入指示）

有限会社
杉文

〇 オンプレPKG 商魂 PCA 〇〇 適用 9 標準通り

蘇州日進塑料
有限公司

〇 他 エクセル ‐
適用
不可

中小自動車部
品拡張版使用
（需要予測）

天津日進塑料
有限公司

〇 他 エクセル ‐ 〇 適用 7 標準通り

佛山日進塑料
有限公司

〇 他 エクセル ‐
適用
不可

中小自動車部
品拡張版使用
（需要予測）

蘇州華宇塑胶五
金有限公司

〇 他 エクセル ‐
適用
不可

中小自動車部
品拡張版使用
（需要予測）

天津康美塑胶製
品有限公司

〇 他 エクセル ‐ 〇 適用 7 標準通り

実証
プロ
ジェク
ト

実証対象の企業 実証検証の環境
実証検証のメッ
セージ情報種

中小企業共通EDIメッセージのマッピング結果

実証対象の企業

取引 業務アプリ

見
積
依
頼

見
積
回
答

注
文

注
文
回
答

出
荷
案
内

検
収

請
求

支
払
通
知

備考
中小
企業
共通
EDIの
適用

発注（必須）
見積（オプ
ション）

出荷（オプ
ション）

請求（オプ
ション）

 

表 2．マッピング結果表 
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3.2.2 実証検証メッセージの評価 

本実証での間接資材や原材料の発注においては、中小企業共通 EDIメッセージを使用すること

で、企業間連携に必要とされる情報項目が不足無いこと・業務運用において問題が無いことを確認

できた。また、自動車部品の調達業務では、Tier1企業からの発注情報を中小自動車部品メッセー

ジに変換し Tier2企業から Tier3企業への納入指示情報として活用することができた。 

 

 注文情報 

注文メッセージ全 135 項目のうち業務アプリ必須の 13項目については、汎用性があり利用頻度

が高いと評価されたため、Mobile EcoChangeにおける画面設計の参考となった。 

また販売管理のパッケージソフトウェアの受注情報として取り込む場合も大きな問題はなくデー

タ連携可能であることが確認できたが、しいて言えば商品分類などの品目摘要を補足する情報が

一般的な販売管理システムに用意されているのに対し、共通 EDIでは用意されていない。これら

の補足情報については、注釈項目を活用することで対応可能である。 

 注文回答 

一般的な販売管理のパッケージソフトウェアでは、注文回答を行う機能は無いが、FAXを利用し

た受発注では、受信した注文書に対して納期などの情報を手書きし、注文回答も FAXで返すケー

スが多い。このため、本実証では注文回答メッセージは有用と考え、Mobile EcoChangeに実装

している。特に分納の場合、複数の回答納期が設定可能であることは評価できる。 

 需要予測 

基本的には、一か月分の必要数を何日にいくつ欲しいのかを連携するだけなので、情報項目とし

ては過不足無い。 

自動車部品業界においては、実質的な注文情報は、月次の内示情報（需要予測）となる。本実証

に参加した企業では、かんばんを日々の部品調達業務で回していることから、国内における実証

パターンで内示情報の検証を行っていないが、参加した Tier3企業からはぜひ内示情報を EDI化

して自社の生産計画に利用したいという声も上がった。 

また、中国での現状業務では、一週間分の注文をまとめて 1品番 1行形式でデータ化しメール送

信していることから、納入指示ではなく需要予測（1週間単位）を注文情報として利用するほう

が適当と判断し、これを実証検証に使用した。 

 納入指示 

納入指示の場合は、品番単位に納期および From-Toが明示できればよいため、情報項目としては

過不足無い。Tier2と Tier3間でやり取りされるかんばん情報についても網羅されており、EDI

情報を基に前工程でのかんばんの発行が可能であることが確認できた。 
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3.3 業務アプリケーションへの連携機能の実装 

3.3.1 中小企業共通 EDIプロバイダへの機能実装 

ガイドライン準拠状況を以下に記述する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3．中小企業共通 EDI 実装ガイドライン対応確認リスト（プロバイダ用） 
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3.3.2 連携業務アプリケーションへの機能実装 

ガイドライン準拠状況を以下に記述する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4．中小企業共通 EDI 実装ガイドライン対応確認リスト（業務アプリケーション用） 
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4 実証検証対象システムの概要 

本実証検証でのシステム構成は、参加各社で使用する基幹業務システムと、企業間データ連携基盤と

してクラウド上に構築された共通 EDI プロバイダ機能の EcoChange、および共通 EDI プロバイダ上の

受発注アプリケーションとしてスマートデバイス対応の MobileEcoChange からなる。 

 

本実証検証対象システムの一覧を下表に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 5．実証検証対象システム 
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＜実証検証システムの全体イメージ図＞ 

・現状（国内） 

 現状は、発注先システム環境に応じて、発注方法を変える必要が生じていた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 13.実証検証システムの全体イメージ（現状（国内）） 

  

有限会社イシカワマリンサービ

ス 

有限会社杉文 

トヨタ WG共通 EDI 

アイシン精機株式会社 碧南トヨタ株式会社 

日進工業株式会社 
システム発注 ＦＡＸ、メール発注 

EXCEL 

ＦＡＸ発注 電話、訪問販売 

手書き 

自社開発システム 

自社開発システム 
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・共通 EDI導入後（国内） 

 EDI導入により、発注側は一括発注が可能となり、また受注側も CSV出力による基幹システムへの 

データ連携が可能となり、受発注の生産性向上が見込めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 14.実証検証システムの全体イメージ（共通 EDI導入後（国内）） 

  

アイシン精機株式会社 日進工業株式会社 

EcoChange エージェント

  

 

共通 EDIプロバイダ機能 

注文・注文応答 

EcoChange エンジン 

勘定奉行 

納入指示 
DELJIT 

商奉行・蔵奉行 

EcoChange エージェント 

トヨタ WG共通 EDI 

トヨタ WG共通 EDI 
サーバー 

納入指示 
DELJIT 

納入指示 

CSV 

 
CSV 

 
XML 

XML 

CSV 

 
CSV 

 

自社開発システム 

スマホ連携アプリ 

碧南トヨタ株式会社 有限会社杉文 有限会社イシカワマリンサービス 

注文・注文応答 納入指示 納入指示 注文・注文応答 

EcoChange エージェント

  

 

スマホ連携アプリ 

EcoChange エージェント

  

 
自社開発システム 

スマホ連携アプリ 

CSV 
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・現状（国外） 

 現状は、システムを使用しておらず、FAX発注。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 15.実証検証システムの全体イメージ（現状（国外）） 

 

・共通 EDI導入後（国外） 

 EDI導入後により、FAXからの入力、またはデータの２次使用時でのメリットが見込まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 16.実証検証システムの全体イメージ（共通 EDI導入後（国外）） 

全仕入先 

日進工業株式会社 中国現法 ３拠点 

ＦＡＸ発注 

手書き 

自社開発システム 

手書き 

仕入先 

              共通 EDIプロバイダ機能 （中国リージョンクラウド） EcoChange エンジン 

注文 

注文 

日進工業株式会社 中国現法 ３拠点 

自社開発システム 

注文 

EcoChange エージェント

  

 

スマホ連携アプリ 

EcoChange エージェント

  

 

スマホ連携アプリ 

EcoChange エージェント 

CSV 
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5 実証検証の実施 

5.1 データ連携プロバイダと業務アプリケーション間の連携実証検証 

5.1.1 実証検証方法 

・発注企業：日進工業株式会社、受注企業：碧南トヨタ株式会社 

自社開発のオンプレ基幹業務システム、EcoChangeで連携検証 

・発注企業：日進工業株式会社、受注企業：有限会社イシカワマリンサービス 

自社開発のオンプレ基幹業務システム、EcoChange、オンプレ基幹パッケージで連携検証 

・ 発注企業：日進工業株式会社、受注企業：有限会社杉文 

オンプレ業務パッケージ、EcoChange、Mobile EcoChange、で連携検証 

・ 発注企業：碧南トヨタ株式会社、受注企業：日進工業株式会社 

Excel、オンプレ基幹パッケージ、EcoChangeで連携検証 

・発注企業：蘇州日進塑料有限公司、受注企業：蘇州華宇塑胶五金有限公司 

Excel 、EcoChangeで連携検証 

・発注企業：天津日進塑料有限公司、受注企業：天津康美塑胶製品有限公司 

Excel 、EcoChangeで連携検証 

・発注企業：佛山日進塑料有限公司、受注企業：蘇州華宇塑胶五金有限公司 

Excel 、EcoChangeで連携検証 

 

メッセージ メッセージ 備考

ユーザー名 アプリ名 ベンダー名 アプリ属性 I /Fアプリ 接続I /F 方向
EDIプロバ

イダ名
サービス名等 交換情報種 方向 接続I /F I /Fアプリ アプリ名 ベンダー名 アプリ属性 ユーザー名

× CSV渡し →
グローバル
ワイズ

EcoChange 納入指示 →
エージェント
方式

× - - - 碧南トヨタ
中小自動車
部品拡張版

× CSV渡し →
グローバル

ワイズ
EcoChange 納入指示 →

エージェント

方式
× - - - イシカワマリン

中小自動車

部品拡張版

→ 独自仕様API × Mobi l eEco
Change

グローバル
ワイズ

クラウド

→ CSV渡し × 商魂 PCA オンプレ

←
グローバル
ワイズ

EcoChange 注文回答 ← CSV渡し × - - -

Excel 自社 オンプレ × CSV渡し →
グローバル

ワイズ
EcoChange 注文 → CSV渡し × 商奉行 OBC オンプレ

- - - ×
エージェント
方式

←
グローバル
ワイズ

EcoChange 注文回答 ←
エージェント
方式

× - - -

蘇州日進 Excel 自社 オンプレ × CSV渡し →
グローバル

ワイズ
EcoChange 需要予測 →

エージェント

方式
× - - - 華宇

中小自動車

部品拡張版

天津日進 Excel 自社 オンプレ × CSV渡し →
グローバル
ワイズ

EcoChange 注文 →
エージェント
方式

× - - - 康美

佛山日進 Excel 自社 オンプレ × CSV渡し →
グローバル

ワイズ
EcoChange 需要予測 →

エージェント

方式
× - - - 華宇

中小自動車

部品拡張版

碧南トヨタ 日進工業

杉文
Mobi l eEcoC
hange

グローバル
ワイズ

クラウド × 独自仕様API

発注側 EDIプロバイダ 受注側

→
グローバル
ワイズ

EcoChange 注文
日進工業

独自 自社 オンプレ

 

表 6．連携パターン表 
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5.1.2 実証検証結果 

 今回の実証検証では、外出先で PC が無くても受発注が確認できるように、モバイル端末で使用可能な

EcoChange エージェントのスマホ連携アプリのシステム設計･開発をグローバルワイズ株式会社に依頼し

た。事前にヒアリング、実証検証前の打合せにて操作方法の説明、改修を行ったおかげで当日は問題なく

実証検証が行えた。 

計測した結果、日本と比べると中国リージョンでの使用では若干の遅延を感じるものの、連携自体は日本・

中国共に問題なく実証検証を終えることが出来た。 

 

5.1.3 効果および課題 

5.1.3.1 中小企業共通 EDIプロバイダにおける効果および課題 

実施した各実証検討パターンのいずれにおいても EDI に変換することで一定の効果を見込むことが出

来た。 

【効果】 

・受発注共に入力業務削減による工数低減、入力ミスなどの作業不具合低減（精度向上）などによる

業務生産性の向上。 

・検査外注工程上にある在庫の精度向上。 

・問題発生時のトレーサビリティ精度向上。 

・社内在庫の低減。 

・画像データ交換による物理的移動時間の短縮。 

・かんばん混入の仕分け時間短縮。 

【課題】 

・従来発注企業が実施していた業務を、受注先が負担することになる場合もあり、商流全体でみると

工数低減になっていない。この工数を吸収できる改善案も検討しなければならない。 

・社内システムとの連携が必要。 

・通常業務フローだけでなく、イレギュラーに対する作業フローをもう少し考える必要がある。 

 

 

5.1.3.2 業務アプリケーションベンダにおける効果および課題 

【効果】 

・改修コストの低下 

・Mobile EcoChangeは現地現物を確認し即発注の実現、受注側は商品のマスター化などの準備を行わ

ずとも EDIによる受注が可能となる。つまりは EDI導入までの期間短縮が可能と考えており、大手・

中堅企業よりアジャイルで意思決定が速い中小企業ほどメリットを享受できる。 

・データの再利用が可能となり、単なる業務の処理効率を上げるだけではなく、データを蓄積し分析

することで PDCAサイクルを回すことが可能。より効率的な受注・仕入等の営業活動のための情報の

利活用が促進される一助になる。 
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【課題】 

・モバイル EDI アプリケーションを普及させるためには、アプリケーション配布の課題をクリアする

必要があり、アプリのマーケットプレイスへの登録が必須。 

・販売管理ソフトや Excel による分析などで情報を再利用するためにはモバイル EDI と並行してエー

ジェント方式の EDI クライアントを使用しデータを取得する必要があった。今後早い段階でモバイ

ル EDIから DropBoxや iCloudといったクラウドストレージと連携し、データのインポート／エクス

ポート機能を搭載することが喫緊の課題と考える。 
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5.2 ビジネスデータ連携基盤の導入効果実証検証 

5.2.1 実証検証方法 

5.2.1.1 企業の受発注業務の現状 

実証参加受発注企業間の取引情報連携の現状として、実証検証に参加した受発注企業に、「別紙

５－１基本情報アンケート」を実施した結果を以下にまとめる。 

 

実証参加受発注企業間の取引情報連携の現状（まとめ表） 

会社名 年間発注処理

件数（総数） 

電話・FAX によ

る発注の割合 

年間受注処理

件数（総数） 

電話・FAX によ

る受注の割合 

EDI 利用

の有無 

日進工業株式会社 

 
392,000件 65％ 1,120,000件 20％ 有 

碧南トヨタ株式会

社 
60件 0％ 250件 把握していな

い 

無 

有限会社イシカワ

マリンサービス 
  60件 100％ 24件 0％ 無 

有限会社杉文 

 
600件 70％ 1,800件 95％ 有 

蘇州日進塑料有限

公司 
2,800件 95％ 600件 90％ 有 

天津日進塑料有限

公司 
2,900件 90％ 90件 85％ 有 

佛山日進塑料有限

公司 
2,500件 95％ 500件 90％ 有 

蘇州華宇塑胶五金

有限公司 
1,000件 95％ 1,000件 100％ 無 

天津康美精密模具

有限公司 
1,176件 90％ 52件 90％ 無 

表 7．実証参加受発注企業間の取引情報連携の現状（まとめ表） 

  

日進工業株式会社では年間発注処理件数（総数）392,000件のうち電話・FAXによる発注の割合が 65％。

年間受注処理件数（総数）1,120,000件のうち電話・FAXによる受注の割合が 20％。EDI 利用の有無は取引

先の大手企業が指定した EDI「V－NET」を利用している。 

碧南トヨタ株式会社では年間発注処理件数（総数）６０件 (金具等の支給材は含まず)のうち電話・FAX

による発注の割合は材料を追加注文することは基本的に無し。年間受注処理件数（総数）250件うち電話・

FAX による受注の割合は把握していない。EDI利用は無い。 
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有限会社イシカワマリンサービスでは年間発注処理件数（総数）60 件のうち電話・FAX による発注の割

合が 100％。年間受注処理件数（総数）24 件のうち電話・FAX による受注の割合が 0％。EDI 利用は無い。 

有限会社杉文では年間発注処理件数（総数）600件のうち電話・FAXによる発注の割合が 70％。年間受注

処理件数（総数）1,800件のうち電話・FAXによる受注の割合が 95％。EDI利用の有無は取引先の大手企業

が指定した EDI「TOOL BOX、KISPA」を利用している。 

蘇州日進塑料有限公司では年間発注処理件数（総数）2,800件のうち電話・FAXによる発注の割合が 95％。

年間受注処理件数（総数）600 件のうち電話・FAXによる受注の割合が 90％。EDI利用の有無は取引先の大

手企業が指定した EDI「AEGIS」を利用している。 

天津日進塑料有限公司では年間発注処理件数（総数）2,900件のうち電話・FAXによる発注の割合が 90％。

年間受注処理件数（総数）90 件のうち電話・FAX による受注の割合が 85％。EDI 利用の有無は取引先の大

手企業が指定した EDI「AEGIS」を利用している。 

佛山日進塑料有限公司では年間発注処理件数（総数）2,500件のうち電話・FAXによる発注の割合が 95％。

年間受注処理件数（総数）500 件のうち電話・FAXによる受注の割合が 90％。EDI利用の有無は取引先の大

手企業が指定した EDI「AEGIS」を利用している。 

蘇州華宇塑胶五金有限公司では年間発注処理件数（総数）1,000件のうち電話・FAXによる発注の割合が

95％。年間受注処理件数（総数）1,000件のうち電話・FAXによる受注の割合が 100％。EDI利用は無い。 

天津康美精密模具有限公司では年間発注処理件数（総数）1,176件のうち電話・FAXによる発注の割合が

90％。年間受注処理件数（総数）52件のうち電話・FAXによる受注の割合が 90％。EDI 利用は無い。 
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5.2.1.2 検証対象取引ケース 

 

検証対象取引ケース【1】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 17. 検証対象取引ケース【1】 

 

この取引の年間発生件数        1,140件 

日進工業株式会社（発注企業）が納入指示を行い、碧南トヨタ株式会社（受注企業）が納入指示受領す

る。 

 

 

検証対象取引ケース【2】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 18. 検証対象取引ケース【2】 

 

この取引の年間発生件数         480件 

日進工業株式会社（発注企業）が納入指示を行い、碧南トヨタ株式会社（受注企業）が納入指示受領す

る。 

日進工業株式会社（発注企業） 碧南トヨタ株式会社（受注企業） 

納入指示受領 

 
2 

納入指示 

 
1 

日進工業株式会社（発注企業） 碧南トヨタ株式会社（受注企業） 

納入指示受領 

 
2 

納入指示 

 
1 
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検証対象取引ケース【3】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 19. 検証対象取引ケース【3】 

 

この取引の年間発生件数          84件 

碧南トヨタ株式会社（発注企業）が注文を行い、日進工業株式会社（受注企業）が注文受領する。 

日進工業株式会社（受注企業）が注文回答を行い、碧南トヨタ株式会社（発注企業）が注文回答受領する。 

 

検証対象取引ケース【4】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 20. 検証対象取引ケース【4】 

 

この取引の年間発生件数         240件 

日進工業株式会社（発注企業）が納入指示を行い、有限会社イシカワマリンサービス（受注企業）が納入

指示受領する。 

碧南トヨタ株式会社（発注企業） 日進工業株式会社（受注企業） 

注文受領 

 
2 

注文 

 
1 

注文回答受領 

 
4 

注文回答 

 
3 

日進工業株式会社（発注企業） 有限会社イシカワマリンサービス（受注企業） 

納入指示受領 

 
2 

納入指示 

 
1 
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検証対象取引ケース【5】【6】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 21. 検証対象取引ケース【5】【6】 

 

この取引の年間発生件数         96件 

日進工業株式会社（発注企業）が注文を行い、有限会社杉文（受注企業）が注文受領する。 

有限会社杉文（受注企業）が注文回答を行い、日進工業株式会社（発注企業）が注文回答受領する。 

 

検証対象取引ケース【7】【9】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 22. 検証対象取引ケース【7】【9】 

 

この取引の年間発生件数          250 件 

 

※「需要予測」としているが、1週間分の確定内示であり、実質的な注文行為に該当する。 

日進工業株式会社（発注企業） 有限会社杉文（受注企業） 

注文受領 

 
2 

注文 

 
1 

注文回答受領 

 
4 

注文回答 

 
3 

蘇州日進塑料有限公司（発注企業） 

佛山日進塑料有限公司（発注企業） 
蘇州華宇塑胶五金有限公司（受注企業） 

需要予測受領 

 
2 

需要予測※ 

 
1 
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蘇州日進塑料有限公司（発注企業）が需要予測を行い、蘇州華宇塑胶五金有限公司（受注企業）が需要予

測受領する。 

佛山日進塑料有限公司（発注企業）が需要予測を行い、蘇州華宇塑胶五金有限公司（受注企業）が需要予

測受領する。 

 

検証対象取引ケース【8】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 23. 検証対象取引ケース【8】 

 

この取引の年間発生件数          250 件 

 

 

天津日進塑料有限公司（発注企業）が注文を行い、蘇州華宇塑胶五金有限公司（受注企業）が注文受領す

る。 

 

 

  

天津日進塑料有限公司（発注企業） 天津康美塑胶製品有限公司（受注企業） 

 

注文受領 

 
2 

注文 

 
1 
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5.2.1.3 業務時間測定の概要 

 

「取引ケース【１】 現状」 

・発注企業：日進工業株式会社 

自動で発行されるかんばん発行機までかんばんを取りに行き、かんばんを仕分ける。 

仕分けたかんばんを指定の BOXへ入れるところまでを測定。 

・受注企業：碧南トヨタ株式会社 

日進工業株式会社の指定の BOXまでかんばんを取りに行き、社内に持ち帰る。 

持ち帰ったかんばん振り分け、書類保管する。 

かんばんの枚数を確認し、用紙に記入。ダブルチェックを行う。 

かんばん枚数記入用紙の情報を元に、明細を作成。 

ここまでを測定する。 

 

「取引ケース【１】 EDI検証」 

・発注企業：日進工業株式会社 

日進工業株式会社工務 G に協力いただき、基幹システム起動から注文データ送信完了画面表示までの時間

を計測。 

・受注企業：碧南トヨタ株式会社 

EDI 受注のための PC を起動し、受注データを利用してかんばん、出荷明細を発行するまで(実証検証では

かんばん発行機を利用しないため用紙のカットまで含)の時間を計測。 

 

 

「取引ケース【２】 現状」 

・発注企業：日進工業株式会社 

現状、アイシン精機株式会社が碧南トヨタ株式会社むけにかんばんを発行し、それを碧南トヨタ株式会社

が直接引き取っているので、日進工業株式会社として発注業務は行っていない。 

・受注企業：碧南トヨタ株式会社 

アイシン精機株式会社の指定の BOXまでかんばんを取りに行き、社内に持ち帰る。 

持ち帰ったかんばん振り分け、書類保管する。 

かんばんの枚数を確認し、用紙に記入。ダブルチェックを行う。 

かんばん枚数記入用紙の情報を元に、明細を作成。 

ここまでを測定する。 

 

「取引ケース【２】 EDI検証」 

・発注企業：日進工業株式会社 

日進工業株式会社工務 G に協力いただき、基幹システム起動から注文データ送信完了画面表示までの時間

を計測。 

・受注企業：碧南トヨタ株式会社 
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EDI 受注のための PC を起動し、受注データを利用してかんばん、出荷明細を発行するまで(実証検証では

かんばん発行機を利用しないため用紙のカットまで含)の時間を計測。 

「取引ケース【３】 現状」 

・発注企業：碧南トヨタ株式会社 

注文書を作成し、印刷する。複合機まで移動し、注文書を FAXするまでの時間計測。 

・受注企業：日進工業株式会社 

受信した FAXを取りに行き、その注文書に回答を記入し、FAX送信完了までの時間を計測。 

・発注企業：碧南トヨタ株式会社 

注文書の回答を受信する時間を計測。 

 

「取引ケース【３】 EDI検証」 

・発注企業：碧南トヨタ株式会社 

CSV を EcoChangeエージェントに取り込みし、EcoChangeエージェントから EcoChangeサーバーへ発注デー

タを送信するまでの時間を計測。 

・受注企業：日進工業株式会社 

EcoChangeエージェントから発注データ抽出し、発注データを CSVへ変換する。CSVファイルを商奉行へ取

り込むまでの時間を計測。 

受注データを注文請け回答に変換する。注文請け回答を入力し、EcoChangeエージェントに取り込む。注文

請け回答の送信完了までの時間を計測。 

・発注企業：碧南トヨタ株式会社 

EcoChangeエージェントで注文請け回答を受信するまでの時間を計測。 

 

 

「取引ケース【４】 現状」 

・発注企業：日進工業株式会社 

かんばんを品番ごとに仕分け、指定の BOXヘ入れるまでの時間を計測。 

・受注企業：有限会社イシカワマリンサービス 

日進工業株式会社の指定 BOXヘ受注かんばんを引き取りに行き、自社へ持ち帰る。 

受注かんばんの数量を確認し、担当者ごとにかんばんを振り分ける。 

検査時に記入した移動票を袋に貼り付け、納品記録をノートに記入する。 

上記時間を計測。 

 

「取引ケース【４】 EDI検証」 

・発注企業：日進工業株式会社 

日進工業株式会社工務 G に協力いただき、基幹システム起動から注文データ送信完了画面表示までの時間

を計測。 

・受注企業：有限会社イシカワマリンサービス 

EcoChangeエージェントに受注データを受信し、そこからかんばん及び移動票の発行までの時間を計測。 
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「取引ケース【５】 現状」 

・発注企業：日進工業株式会社 

注文用紙のテンプレートファイルを開き発注品を記入する。印刷し有限会社杉文宛に FAX送信。 

・受注企業：有限会社杉文 

日進工業株式会社から送信された FAXを元に会計ソフトへ登録する。 

在庫を確認し、納期を電話にて連絡。 

・発注企業：日進工業株式会社 

電話で納期の連絡を受け付ける。 

ここまでの時間を計測。 

 

「取引ケース【５】 EDI検証」 

・発注企業：日進工業株式会社 

タブレットから規格品ファイルにある QRコードを読み、発注データを送信する。 

・受注企業：有限会社杉文 

EcoChange エージェントで受信データを受信し、受信データを CSV ファイルへ変換。これを販売管理シス

テムへ取り込む。 

タブレットから受注データを受信し、注文受け回答を送信。 

・発注企業：日進工業株式会社 

タブレットで有限会社杉文からの回答データを受信。 

ここまでの時間を計測。 

 

 

「取引ケース【６】 現状」 

・発注企業：日進工業株式会社 

規格外品掲載のサイトを探し、掲載されたページを印刷する。そこに欲しいものがわかるよう記入し、有

限会社杉文宛に FAX送信。 

・受注企業：有限会社杉文 

日進工業株式会社から送信された FAXを元に会計ソフトへ登録する。 

取引先へ在庫を確認し、納期を電話にて連絡。 

・発注企業：日進工業株式会社 

電話で納期の連絡を受け付ける。 

ここまでの時間を計測。 

 

「取引ケース【６】 EDI検証」 

・発注企業：日進工業株式会社 

タブレットから発注品の画像を読み、発注データを送信する。 

・受注企業：有限会社杉文 

EcoChange エージェントで受信データを受信し、受信データを CSV ファイルへ変換。これを販売管理シス
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テムへ取り込む。 

タブレットから受注データを受信し、注文受け回答を送信。 

・発注企業：日進工業株式会社 

タブレットで有限会社杉文からの回答データを受信。 

ここまでの時間を計測。 

 

 

「取引ケース【７】 現状」 

・発注企業：蘇州日進塑料有限公司 

Excelで注文書（1週間分の確定内示）を作成し、メールに添付して送信。 

この作業時間を現地担当者ヒアリングにて確認。 

・受注企業：蘇州華宇塑胶五金有限公司 

上記メールを受信し、添付ファイルをダウンロード。 

この作業時間を現地担当者ヒアリングにて確認。 

 

「取引ケース【７】 EDI検証」 

・発注企業：蘇州日進塑料有限会社 

Excel帳簿から需要予測データ（1週間分の確定内示）を CSV変換し、EcoChangeエージェントへ取り込む。

この需要予測データを送信。 

・受注企業：蘇州華宇塑胶五金有限公司 

EcoChangeエージェントで需要予測データを受信。 

ここまでの時間を計測。 

 

 

「取引ケース【８】 現状」 

・発注企業：天津日進塑料有限公司 

かんばん置き場へ行き、天津康美塑胶製品有限公司用かんばん数量を求める。かんばんを品番ごとに仕分

けし、発注業務用 PCで納品書を作成し、印刷する。発注用かんばんと納品書をして BOX へ入れるまでの時

間をヒアリングにて確認。 

・受注企業：天津康美塑胶製品有限公司 

天津日進塑料有限公司の指定 BOX へかんばん、納品書を受け取りに行く。自社へ戻り、受注かんばんの数

量を確認。 

上記時間をヒアリングにて確認。 

 

「取引ケース【８】 EDI検証」 

・発注企業：天津日進塑料有限公司 

かんばん置き場へ行き、天津康美塑胶製品有限公司用かんばん数量を求め、発注データ CSV を作成し、

EcoChange エージェントへ取り込む。 
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この発注データを送信。 

・受注企業：天津康美塑胶製品有限公司 

天津日進塑料有限公司の指定 BOX へかんばん、納品書を受け取りに行く。自社へ戻り、受注かんばんの数

量を確認。 

EcoChange エージェントで発注データを受信。 

ここまでの時間を計測。 

 

 

「取引ケース【９】 現状」 

・発注企業：佛山日進塑料有限会社 

Excelで注文書（1週間分の確定内示）を作成し、メールに添付して送信 

この作業時間を現地担当者ヒアリングにて確認。 

・受注企業：蘇州華宇塑胶五金有限公司 

上記メールを受信し、添付ファイルをダウンロード。 

この作業時間を現地担当者ヒアリングにて確認。 

 

「取引ケース【９】 EDI検証」 

・発注企業：佛山日進塑料有限公司 

Excel帳簿から需要予測データ（1週間分の確定内示）を CSV変換し、EcoChangeエージェントへ取り込む。

この需要予測データを送信。 

・受注企業：蘇州華宇塑胶五金有限公司 

EcoChangeエージェントで需要予測データを受信。 

ここまでの時間を計測。 
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対象取引ケース 測定の実施期間 測定件数 

取引ケース【１】 現状 11月 23日 1件 

取引ケース【１】 EDI検証 11月 22日 1件 

取引ケース【２】 現状 11月 21日〜11月 23日 1件 

取引ケース【２】 EDI検証 11月 21日〜11月 22日 1件 

取引ケース【３】 現状 11月 21日〜11月 22日 1件 

取引ケース【３】 EDI検証 11月 22日 1件 

取引ケース【４】 現状 11月 21日 1件 

取引ケース【４】 EDI検証 11月 21日 1件 

取引ケース【５】 現状 11月 28日 1件 

取引ケース【５】 EDI検証 11月 28日 1件 

取引ケース【６】 現状 11月 28日 1件 

取引ケース【６】 EDI検証 11月 28日 1件 

取引ケース【７】 現状 10月 26日 1件 

取引ケース【７】 EDI検証 10月 26日 1件 

取引ケース【８】 現状 11月 16日 1件 

取引ケース【８】 EDI検証 11月 16日 1件 

取引ケース【９】 現状 12月 14日 1件 

取引ケース【９】 EDI検証 12月 14日 1件 

表 8．取引ケース一覧 
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5.2.2 実証検証結果 

5.2.2.1 業務時間測定結果（現行－実証検証対比） 

取引ケース【１】の業務時間測定結果 

業務 

番号 
実施企業 業務名 

平均業務時間 

（現状業務） 

平均業務時間 

（EDIを使った業務） 

①  日進工業株式会社 納入指示 750秒 50秒 

②  碧南トヨタ株式会社 納入指示受領 3182秒       1120秒 

表 9．取引ケース【1】の業務時間測定結果 

 

日進工業株式会社（発注企業）が納入指示を行い、碧南トヨタ株式会社（受注企業）が納入指示受領す

る。現状業務では納入指示に 750 秒、納入指示受領に 3182 秒の合計 3932 秒。EDI 利用時では納入指示に

50 秒、納入指示受領に 1120秒の合計 1170秒。 

 

取引ケース【２】の業務時間測定結果 

業務 

番号 
実施企業 業務名 

平均業務時間 

（現状業務） 

平均業務時間 

（EDIを使った業務） 

①  日進工業株式会社 納入指示  0秒 50秒 

②  碧南トヨタ株式会社 納入指示受領 3020秒 1120秒 

表 10．取引ケース【2】の業務時間測定結果 

 

日進工業株式会社（発注企業）が納入指示を行い、碧南トヨタ株式会社（受注企業）が納入指示受領す

る。現状業務では納入指示を日進工業は行っていないため 0 秒、納入指示受領に 3020 秒の合計 3020 秒。

EDI 利用時では納入指示に 50秒、納入指示受領に 1120秒の合計 1170秒。 

 

取引ケース【３】の業務時間測定結果 

業務 

番号 
実施企業 業務名 

平均業務時間 

（現状業務） 

平均業務時間 

（EDIを使った業務） 

① 碧南トヨタ株式会社 注文 670秒 40秒 

② 日進工業株式会社 注文受領 20秒 55秒 

③ 日進工業株式会社 注文回答 620秒 591秒 

④ 碧南トヨタ株式会社 注文回答受領 20秒 30秒 

表 11．取引ケース【3】の業務時間測定結果 

 

碧南トヨタ株式会社（発注企業）が注文を行い、日進工業株式会社（受注企業）が注文回受領及び回答

し、碧南トヨタ株式会社（発注企業）注文回答受領する。現状業務では注文に 670 秒、注文受領に 20 秒、

注文回答に 620秒、注文回答受領に 20秒の合計 1330秒。EDI利用時では注文に 40秒、注文受領に 55秒、

注文回答に 591秒、注文回答受領に 30秒の合計 716秒。 
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取引ケース【４】の業務時間測定結果 

業務 

番号 
実施企業 業務名 

平均業務時間 

（現状業務） 

平均業務時間 

（EDIを使った業務） 

① 日進工業株式会社 納入指示 330秒 50秒 

② 有限会社イシカワマリンサービス 納入指示受領 1230秒 870秒 

表 12．取引ケース【4】の業務時間測定結果 

 

日進工業株式会社（発注企業）が納入指示を行い、有限会社イシカワマリンサービス（受注企業）が納入

指示受領する。現状業務では納入指示に 330秒、納入指示受領に 1230秒の合計 1560秒。EDI利用時では納

入指示に 50秒、納入指示受領に 870秒の合計 920秒。 

 

取引ケース【５】の業務時間測定結果 

業務 

番号 
実施企業 業務名 

平均業務時間 

（現状業務） 

平均業務時間 

（EDIを使った業務） 

① 日進工業株式会社 注文 230秒 120秒 

② 有限会社杉文 注文受領 310秒 210秒 

③ 有限会社杉文 注文回答 330秒 330秒 

④ 日進工業株式会社 注文回答受領 30秒 20秒 

表 13．取引ケース【5】の業務時間測定結果 

 

日進工業株式会社（発注企業）が注文を行い、有限会社杉文（受注企業）が注文回受領及び回答し、日進

工業株式会社（発注企業）注文回答受領する。現状業務では注文に 230 秒、注文受領に 310 秒、注文回答

に 330秒、注文回答受領に 30秒の合計 900秒。EDI利用時では注文に 120秒、注文受領に 210秒、注文回

答に 330秒、注文回答受領に 20秒の合計 680秒。 

 

取引ケース【６】の業務時間測定結果 

業務 

番号 
実施企業 業務名 

平均業務時間 

（現状業務） 

平均業務時間 

（EDIを使った業務） 

① 日進工業株式会社 注文 660秒 750秒 

② 有限会社杉文 注文受領 310秒 210秒 

③ 有限会社杉文 注文回答 1230秒 1230秒 

④ 日進工業株式会社 注文回答受領 30秒 20秒 

表 14．取引ケース【6】の業務時間測定結果 

 

日進工業株式会社（発注企業）が注文を行い、有限会社杉文（受注企業）が注文回受領及び回答し、日進

工業株式会社（発注企業）注文回答受領する。現状業務では注文に 660 秒、注文受領に 310 秒、注文回答

に 1230秒、注文回答受領に 30秒の合計 2230秒。EDI利用時では注文に 750秒、注文受領に 210秒、注文

回答に 330秒、注文回答受領に 20秒の合計 2210秒。  
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取引ケース【７】の業務時間測定結果 

業務 

番号 
実施企業 業務名 

平均業務時間 

（現状業務） 

平均業務時間 

（EDIを使った業務） 

① 蘇州日進塑料有限公司 需要予測 10920秒   10820秒 

② 蘇州華宇塑胶五金有限公司 需要予測受領 15秒 10秒 

表 15．取引ケース【7】の業務時間測定結果 

 

蘇州日進塑料有限公司（発注企業）が需要予測（1週間分の確定内示）を行い、蘇州華宇塑胶五金有限公

司（受注企業）が需要予測受領する。現状業務では需要予測に 10920秒、需要予測受領に 15秒の合計 10935

秒。EDI利用時では需要予測に 10820秒、需要予測受領に 10秒の合計 10830秒。 

 

取引ケース【８】の業務時間測定結果 

業務 

番号 
実施企業 業務名 

平均業務時間 

（現状業務） 

平均業務時間 

（EDIを使った業務） 

① 天津日進塑料有限公司 注文 2010秒 640秒 

② 天津康美塑胶製品有限公司 注文受領 7800秒 7820秒 

表 16．取引ケース【8】の業務時間測定結果 

 

天津日進塑料有限公司（発注企業）が注文を行い、天津康美塑胶製品有限公司（受注企業）が注文受領す

る。現状業務では注文に 2010秒、注文受領に 7800秒の合計 9810秒。EDI利用時では注文に 640秒、注文

受領に 7820秒の合計 8460秒。 

 

取引ケース【９】の業務時間測定結果 

業務 

番号 
実施企業 業務名 

平均業務時間 

（現状業務） 

平均業務時間 

（EDIを使った業務） 

① 佛山日進塑料有限公司 需要予測 10920秒 10820秒 

② 蘇州華宇塑胶五金有限公司 需要予測受領 15秒 20秒 

表 17．取引ケース【9】の業務時間測定結果 

 

佛山日進塑料有限公司（発注企業）が需要予測（1週間分の確定内示）を行い、蘇州華宇塑胶五金有限公

司（受注企業）が需要予測受領する。現状業務では需要予測に 10920秒、需要予測受領に 15秒の合計 10935

秒。EDI利用時では需要予測に 10820秒、需要予測受領に 20秒の合計 10830秒。 
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5.2.3 効果および課題 

5.2.3.1 受発注企業における効果及び課題 

 

取引ケース【１】【２】 

現行業務では、取引先からのかんばん間違い・かんばん数量不足が起きている。EDI 導入後は自社でか

んばんを発行するためそういったミスは起きなくなる。 

1日 4回ほどかんばんの引き取りを行っているが、EDI導入後は必要時にかんばんが発行されるので引

き取りの工数が低減する。 

かんばん数量確認用紙にて数量確認～出荷まで 1 枚の用紙で済んでいる。EDI 導入後は自社の現行業

務と類似した様式の用紙へカスタマイズする必要がある。 

EcoChange起動にかなり時間がかかったため、もう少し早くして欲しい。 

自社で使用しない表示画面（移動票）があるため、非表示にして欲しい。 

かんばん発行機の購入費用が必要になる。 

 

現状業務では、受注企業が発注企業から引き取った「かんばん」に従い、部品納入を行っている。この

ため発注企業では必要数の増減が起こらない場合、納入指示を行わない。 

EDI導入後は、発注企業が明示的に納入指示を送信する必要があるため、システム操作による若干の工

数増加が発生した。 

ただし、納入指示を自動送信する仕組み等を構築することにより、現状業務と変わらない工数を実現

することは可能と考える。 

 

取引ケース【３】 

発注企業として注文書作成業務に多くの時間を使っていた分、効果が期待出来る。 

受注企業としては OBC製品への取り込みを行うことで手入力が減り、十分な効果が期待出来る。 

今回の実証検証では、検証時間は増えているが、現行業務では FAX 受信のみだった分を EDI 利用では

販売管理（商奉行）と連携するための作業が増えた。（今回、販売管理（商奉行）を導入したため） 

 

取引ケース【４】 

現行業務では、取引先からのかんばん間違い・かんばん数量不足が起きている。EDI 導入後は自社でか

んばんを発行するためそういったミスは起きなくなる。 

1日 3回ほどかんばんの引き取りを行っているが、EDI導入後は必要時にかんばんが発行されるので引

き取りの工数が低減する。 

少人数の一人何役もの担当者がスマホを利用して、どこでも状況を確認できる。 

かんばん発行機、移動票印刷用機械の購入費用が必要になる。 

 

取引ケース【５】 

QRのスキャンで発注するため、注文書を作成していた作業が減る。転記ミスなども防止できる。 

スマホ・タブレット等で、外出先でも注文が確認できるため、納期回答が早く行える。 
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受注企業は手入力で行っていた会計ソフト入力作業が大幅に低減。 

 

取引ケース【６】 

写真付きデータで発注可能なため、認識違いなどが防止できる。 

スマホ・タブレット等で、外出先でも注文が確認できるため、納期回答が早く行える。 

受発注企業は、注文→受注までの工数削減効果は出ていないが、この先の手入力で行っていた会計ソ

フト入力作業が大幅に低減。 

今回の実証検証では自社にないもの（現物撮影できないもの）を発注対象としており、"規格外品掲載

の HP を探し、印刷"という作業が発生した。自社にあるものを撮影する発注では、探す作業が無くな

り、大幅な工数削減が見込める。 

 

取引ケース【７】 

蘇州日進塑料有限公司としても受注企業、発注企業、双方のデータ連携が行えれば業務効率化につな

がる。 

 

取引ケース【８】 

天津日進塑料有限公司としても受注企業、発注企業、双方のデータ連携が行えれば業務効率化につな

がる。 

 

取引ケース【９】 

佛山日進塑料有限公司としても受注企業、発注企業、双方のデータ連携が行えれば業務効率化につな

がる。 
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5.3 実証プロジェクト個別のテーマの実証検証 

5.3.1 中国リージョンでの MobileEcoChangeによるデータ連携実証検証 

5.3.1.1 実証検証方法 

(1) 実証検証対象シナリオについて 

本実証検証では、中国リージョンにおける MobileEcoChangeのデータ連携動作検証を実施

した。対象とした業務シナリオは、中国現地法人 3社（蘇州、天津、佛山）が仕入先へ有償

支給して余った分を買い取る際の注文～注文受領までの流れを対象とした。 

 

＜発注企業＞ 

① Excel発注書から発注 CSVを作成する。 

② EcoChangeエージェントにて発注 CSVを取り込み、仕入先に送信する。 

 

＜受注企業＞ 

① MobileEcoChangeにて発注データを参照する。 

 

(2) 実証検証メッセージ 

中小企業共通 EDIメッセージの注文情報を使用した。 

 

(3) 実証検証環境 

アマゾン ウェブ サービス（AWS）の中国リージョン内に設置した EC2 サーバー上に

EcoChangeサーバーと MobileEcoChangeサーバーを構築し、中国国内のインターネットを経

由してタブレット端末（iPad）で動作する MobileEcoChangeアプリとのデータ連携を行った。

また、タブレット端末は、仕入先内の無線 LANに接続し、社内ルーター経由でインターネッ

トに接続した。 

5.3.2 実証検証結果 

日本国内と比較し若干の通信速度の低下は体感されたが、問題なくデータ連携が可能であった。 

5.3.3 効果および課題 

MobileEcoChange の操作性は、中国現地の従業員でも数分の操作説明ですぐに利用可能となる

など、直感的に操作可能かつ状況把握できる仕組みであることが実感できた。 

課題として、今回使用したタブレット端末は、日本国内から持ち込んだものであり、中国国内

で調達した端末でも正常に動作するか確認できていない。ネットワーク環境についても中国のセ

ルラー回線を使用しての動作検証は未実施である。また、MobileEcoChange自体が中国語対応して

いないため、簡体字などの表示確認は行えなかった。これらを検証するのが、今後の課題となる。 
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6 実証検証結果のまとめ 

 

弊コンソーシアムは、日進工業株式会社を中心とした取引先各社での実証検証を行った。 

取引ケース【１】では、受発注企業間での引き取りかんばん発注方式を EDIに置き換えた場合の実証検証

を行った。 

このケースでは大幅な作業工数低減が見込める。 

取引ケース【２】では、碧南トヨタ株式会社から直接アイシン精機株式会社へ引き取りかんばんを取りに

行き、発注企業の日進工業株式会社を経由しないフローを EDIに置き換えた場合の実証検証を行った。 

現状、発注企業の日進工業株式会社は発注作業を行っていないため、EDI発注分の作業工数は増えてしま

うが、受注企業の碧南トヨタ株式会社は作業工数の低減が出来、ヌケモレの防止が期待出来る。 

取引ケース【３】では、受発注データの送受信のみでなく、受注データを商奉行に取り込むところまでを

検証対象とした。FAXでの受発注から EDI化することによる工数低減も期待できるが、手入力から一括取

り込みへ変わる工数は大幅に低減できる。 

取引ケース【４】では、受発注データの送受信のみでなく、受注データから移動票の発行までを検証対象

とした。移動票の発行自体は工数低減にならないが、現状の手書き移動票への記入時間短縮や記入ミスが

期待出来る。 

取引ケース【５】では、かんばんを使わない発注業務を対象とした。社内規格品の FAX受発注を EDI化し

た場合の時間、受注企業の会計ソフト取り込み作業までが検証範囲。受注企業有限会社杉文では手入力が

なくなり、非常にメリットがある。 

取引ケース【６】では、ケース【５】と比較し、社内規格外品の FAX受発注を EDI化した場合の時間、受

注企業の会計ソフト取り込み作業までが検証範囲。発注データに画像がのることにより、認識合わせ等の

無駄な時間を削減できる。 

取引ケース【７】【８】【９】では、EcoChangeを AWS中国リージョンで動作するかどうかを実証検証の主

目的とした。 

中国国内での北・中・南それぞれの地域で検証を行い、問題なく動作した。 
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7 事業終了後の普及計画 

7.1 普及に向けたロードマップ 

 2018年から図 24に示す内容にて碧南商工会議所会員様を中心とした普及活動を展開していく。 

2020 年に全会員の 5％にあたる 85 者、2024 年に同約 45％にあたる 760 者の加入を目指し活動する計画で

ある。アクションプランとして会員向けのセミナーなどのＰＲ活動からはじまり、ビジネスマッチングサ

ービスなどの個別相談の開催などを展開していく。碧南商工会議所様、地元の各信用金庫様を連携チャネ

ルとして考えている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 24．普及に向けたロードマップ 
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7.2 普及対象サービス 

7.2.1 サービスモデル概要 

 提供予定のサービスとしては図 25 に示すとおり、「基本 EDI サービス」「金融連携サービス」および、

「IoT連携サービス」の 3つのサービスを EcoChangeエージェント、Mobile EcoChangeを採用し提供して

いく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 25．サービスモデル概要 
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7.2.2 サービスの特徴 

 

EcoChangeエージェント 

 PCを用いた基本 EDIサービス、金融連携サービス、IoT連携サービス。 

使用メッセージは注文情報、納入指示、金融連携（支払通知、総合振込依頼、振込入金通知）、IoT連携 

（センシング情報、生産実績、稼働状況、設備情報） 

 

Mobile EcoChange 

 スマホ、タブレット等のスマートデバイスを用いた主に小売業向けの EDIサービス、インターネット 

経由で Mobile EcoChangeサーバーに接続し、スマートデバイスでの受注状況確認および、納期回答を行

う。 

使用メッセージは注文情報、注文請け情報とし、商品コード、商品名を入力した通常の発注以外に 

QRコードを用いた発注、商品を特定出来ない場合に撮影した画像を添付した発注、過去の発注履歴を 

流用した発注を実装。 
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7.2.2.1 ターゲットユーザー 

会員数 1,697 者の碧南商工会議所会員様を主ターゲットとします。会頭、副会頭などの幹部理事各事業者

様をはじめ、若手経営者事業者様を初期ターゲットとし、その後全会員事業者様へと普及を促進していき

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 26．ターゲットユーザー 

 
1,697者 会員事業者 
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7.2.2.2 利活用する情報 

今後 EDIの普及を目指すにあたって利活用する情報を表 18にまとめる。 

共通 EDI情報、金融連携情報、IoT連携情報それぞれ利活用する仕組みは 7.2.2.3の通り。 

 

利活用情報 備考 

共通 EDI情報 

 注文情報 発注企業からの注文情報 

 注文請け情報 受注企業からの注文請け情報 

金融連携情報 

 支払通知 共通 EDIメッセージ、発注企業が銀行の総合振込を行ったこと

を通知する情報 

受注企業からの請求情報、または自社の買掛金明細を基に生成

する場合もあり 

 総合振込依頼 金融 XMLメッセージ、銀行に振込み依頼をする情報、および結

果情報 

 振込入金通知 金融 XMLメッセージ、銀行から入金通知を取得する依頼情報、

および結果情報 

IoT連携情報 

 センシング情報 IoTユニットから取得するデータ 

 生産実績、稼働状況、設

備情報 

センシング情報を加工し、集約・可視化した情報 

表 18．利活用する情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

55 

 

7.2.2.3 情報を利活用する仕組み 

 

EcoChangeエージェント 

・発注企業は、作成した注文情報を PCの EDIアプリ（EcoChangeエージェント）が参照する任意の 

 フォルダへ保存し、EDIアプリ（EcoChangeエージェント）経由で注文情報の送信を行う。 

 ※現時点では、金融連携、IoT連携の詳細は不明。 

・プロバイダは中小企業共通 EDIに準拠していれば、特定のプロバイダである必要はなし。 

・受注企業は、EDIアプリ（EcoChangeエージェント）経由で注文情報の保存を行う。 

 

Mobile EcoChange 

・発注企業は、スマートデバイスにて注文情報の送信を行う。 

・受注企業は、スマートデバイスにて注文情報の受信を行い、適宜納期回答を行う。 
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7.2.2.4 サービスの効果 

サービスの効果としてその内容を以下に示す。 

発注者側は、電話や FAX、E-mail での発注と比べ、人手を介した作業が少なくなり作業工数が低減する。

またヒューマンエラーも劇的に少なくなる。 

受注側は、電話や FAX、E-mail、対面での口頭受注と比べ、人手を介した作業が少なくなり作業工数が低減

する。またヒューマンエラーも劇的に少なくなる。 

このように受発注双方の作業工数低減、ミスの低減効果を見込める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 19．サービスの効果 
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7.3 体制 

7.3.1 普及推進体制 

 以下に普及推進体制と役割を示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 27．普及推進体制 

 

7.3.2 連携チャネル 

 主幹を株式会社サンアドバンス、地域支援団体を碧南商工会議所、サービスプロバイダを株式会社グロ

ーバルワイズにて位置づけ活動します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 28．連携チャネル 
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7.4 普及見通しとアクションプラン 

7.4.1 普及展開見通し 

普及初期である 2018 年および 2019 年は日進工業及びそのメインの取引先事業者から導入を開始する。

会頭・副会頭等幹事事業者様、その後は EDI 導入に対し比較的理解のある若手経営事業者様への普及を推

進し、冒頭の計画で示した 2020 年に全会員の 5％にあたる 85者、2024年に同約 45％にあたる 760者の加

入を目指し活動する計画である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 29．EDI普及会員数＆率 
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7.4.2 アクションプラン 

7.4.2.1 サービス立ち上げまでのアクションプラン 

2018年 5月末：各種サービスの仕様確定 

2018年 6月：基本 EDIサービスの開発着手 

2018年 7月末：各種料金確定 

 基本料金（月額費用、パッケージ、リース）、オプション料金、保守料金 

2018年 8月末：各社の費用配分、役割確定 

 碧南商工会議所、株式会社サンアドバンス、株式会社グローバルワイズ 

2018年 8月末：契約書、申込書の作成 

 

7.4.2.2 普及拡大のためのアクションプラン 

2018年 9月：小売業向け Mobile EcoChange PR活動 

2018年 9月末：PRツール制作 

2018年 12月末：基本 EDIサービスの商品リリース 

2019年 1月からサービス開始（共通 EDIサービス） 

2019年 1月：金融連携サービスの開発着手 

2019年 1月：日進工業株式会社サプライヤへの PR活動 

2019年 10月：碧南商工会議所役員企業への PR活動 

2019年 12月末：金融連携サービスの商品リリース 

2020年 1月からサービス開始（金融連携サービス） 

2020年 1月：導入を希望する若手経営者、EDIに興味がある会員への PR活動 

2021年 1月：IoT連携サービスの開発着手 

2021年 1月：IoTセットプラン PR活動 

2021年 12月末：IoT連携サービスの商品リリース 

2022年 1月からサービス開始（IoT連携サービス） 

 

  



 

60 

 

7.5 今後の課題 

7.5.1 普及に向けた課題 

普及に向けた課題を以下に明記する。 

作業工数削減というメリットはあるものの、導入費のイニシャルコスト、固定費としてのランニングコス

ト負担をなるべく抑えたいという想いはどの企業でもあると思う。なるべく低価格で実現できるよう、商

工会議所と連携して良い案がないか模索する。 

普及に向けてターゲットを広げたい中、システムの導入・運用時の操作などについてのリテラシーが低い

企業に対してのフォローが必要。 

さらに、EDI導入のメリットが伝わらない企業に対しては、セミナー開催や成功事例の紹介活動が必要。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 30．普及に向けた課題 
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7.5.2 課題解決案・提言 

課題は２点ありそれぞれの解決案を以下に記載する。 

会員間の EDI 連携構築サービスが必要と考え、これを碧南商工会議所としてのサービスとして進めてい

けると良いと思う。 

また、EDI 導入に対しての商工会議所のフォローを約束することにより、さらに普及は加速すると考え

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 31．課題解決案・提言 
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8 まとめ・提言 

今回 EDI 連携の実証検証を行い、通常の受発注業務は EDI に置き換えることが出来、さらに効率化も見込

めることが分かった。 

今後はイレギュラー時の対応まで含めた EDIアプリの開発が必要だと考えている。 

 

そして EDI普及のためには、中小零細企業に EDIを知ってもらうこと。これが第一歩だと考える。 

まずは、EDI普及に向けて、2月 20日に碧南商工会議所でセミナーを開催する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 32．碧南商工会議所セミナー案内 

以上 
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付録 用語集 

用語：間接資材 

 意味：直接、個別製品に費用を振り分けられない経費購買品のこと。本実証検証では、事務用品、什器

（椅子や机、棚など）の間接材の受発注を想定している。 

 

用語：かんばん 

 意味：広義の「かんばん」とは、後工程が「必要な物を、必要な時に、必要なだけ」前工程から引き取る

「引っ張り生産」の意味。本実証検証では、かんばん生産方式における、部品供給者（サプライ

ヤー／受注企業）への部品納入指示情報および工程間を現物と一緒に移動する帳票を指している。 

 

用語：スマート工場 

 意味：高度なファクトリーオートメーション(工場自動化)を実現した上で、工場内の機器や設備を相互

にネットワーク(インターネット)で接続し、IoT (Internet of Things:設備と設備、設備と人を

ネットワークで接続する) 化することで生産革新を実現する工場。 

 

用語：スマート端末 

 意味：明確な定義はないが、本実証検証では、持ち運びに便利で移動体用のネットワークにつながるこ

とができ、従来の携帯電話よりも比較的多くの情報量が扱える端末を指している。具体的には

Google社 Androidや Apple社 iOSといった OS・ソフトウェアを搭載したスマートフォンやタブレ

ット端末の総称。 

 

用語：内示 

 意味：発注企業が受注企業へ提示する仮の必要数量情報。一般的には、内示情報に沿って部品納入指示

が行われる。本実証検証の参加企業では、月度で内示情報の提示が行われている。 

 

用語：前工程 

 意味：ものをつくる順序（工順）を意識した場合に使われる工程の呼び名の 1 つであり、連続した 2 つ

の工程において順序が先の工程を前工程という。また、次の工程は一般に後工程という。 

本実証検証の参加企業においては、前工程が受注企業であり、後工程が発注企業となる。 

 


